












わが国における遺伝相談は昭和49年より51年までの本研究班による研究成果にもとずき,

厚生省の家族計画特別相談事業として発足するにおよび,事業を委託された日本家族計画

協会の遺伝相談センターを中心にして,各地でそれぞれの地域に適応した形で医療や予防

行政のシステムの中にとり入れられはじめ,急速な発展をとげつつある｡特に地方自治体で

は,札幌市,秋田県,茨城県,新潟市,埼玉県,東京都文京区,山梨県,甲府市,愛知県,名古屋市

,大阪市,広島市,愛媛県,沖縄県などが直接間接に相談を実施し,また要員の養成を含め基

礎作りのための研修事業が,愛媛県,大阪市,山梨県,埼玉県,静岡県,大阪府,和歌山県,沖縄

県などが,遺伝相談センターと密接な連係をとりながら,その指導の下に拡大されてきた｡

特に昭和52年度の本研究班の細分課題4,地域遺伝相談事業とそのネットワークの研究で,

地域遺伝相談一考え方とその方法一が班員の大倉・半田によってまとめられ,出版された資

料にもとずき,計画を進める地域が増加した｡また既に相談を行ってきた施設では,医師の

カウンセラー研修をうけたカウンセラー達によって,かなりの相談例が蓄積されるように

なり,また訪れるクライアントの数の増加がみられ,本研究の資料を提供できるようになっ

た｡ 


